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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

正規職員等 1.4

会計年度任用職員 0.0 1.0 0.0

0.5 2.0

15,372

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

人件費　（千円）

10,085 16,782 16,120

事業費の合計　（千円） 123,606 146,545 146,842

一般財源

5,094

地方債

その他特定財源 109,493 125,011 126,035
財源
内訳

国県支出金 4,028 4,752 4,687

451 433

上記（）内の金額はすべ
て自己負担金

759 1,077 2,251

一般事務経費 消耗品の購入、各健診
票の印刷製本 -

310

1,618 2,691 2,751

キット健診事業 40歳未満偶数歳に実施
（2,400円） -

33.0
101.8%

116,773 136,744 136,169

生活保護受給者健診
事業

生活保護受給者に特定
健診項目の健診を実施
（自己負担なし）

-

5.0
42.0%

1,242 1,523 1,310

後期高齢者健診事業 75歳以上の後期高齢者に特定健
診項目を実施。あわせて、フレイ
ル予防や認知機能のスクリーニ
ングを実施（自己負担なし）

受診率（％）
33.6% 33.0%

1,063 1,553 1,478

歯周病検診事業 20・24・28・32・36歳に実施（500
円）
40・50・60・70歳に実施（500円） 受診率（％）

2.1% 5.0%

15.0
79.3%

1,841 2,506 2,450

結核検診事業 16～39歳に実施
（1,000円） -

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

肝炎検診事業 40歳に無料検診
40歳以上に実施
（1,200円）

受診率（％）
11.9% 15.0%

健診対象年齢に達した市民

生活習慣病の予防と重症化の防止、結核の早期発見・治療のため。

市民１人ひとりが自分の健康状態に留意し、健康を害する生活習慣を改善し、医療費の抑制につなげる。結核を予
防し、まん延を防ぐ。

・40歳の方に無料で肝炎検診を実施した。（無料クーポン券検診）
・40歳以上で今まで鎌倉市の肝炎検診を受診していない希望者（無料クーポン券検診に該当しない方）に肝炎検診を実
施した。
・結核健診として、肺の直接Ｘ線撮影を実施した。（16歳～39歳）
・20歳～36歳の方に４歳刻みで、40歳～70歳の方に10歳刻みで歯周病検診を実施した。（問診、口腔内検査）
・後期高齢者医療保険の被保険者に後期高齢者健診、40歳以上の生活保護受給者に生保受給者健診を実施した。
・若年期からの生活習慣病予防のため、20歳～38歳の方に検査キットによる健診を実施した。（偶数年齢で隔年実施）
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事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）
令和３年度 令和４年度

法定受託事務 関連課 保険年金課・生活福祉課

総合計画上
の位置付け 分野 健康福祉 施策の方針 健康長寿社会の構築

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者 市民健康課長 石黒　知美

健福-43
成人健康診査事業

自治事務 主管課 市民健康課



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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一般事務経費

生活保護受給者健診
事業

生活保護受給中である者を対
象に行うものであるため、指標
設定にはなじまない。

健診・検診事業は、市民が自
ら生涯を通じて健康づくりに
取り組むために必要な事業
であり、健康長寿社会の構築
に寄与した。

健診結果を対面で医師から聞くこ
と、合わせて担当ワーカーも共有し、
継続した健康管理ができること

キット健診事業 健康状態を見える化すること
で、健康意識の醸成や受診に
つなげることが目的であること
から、指標設定にはなじまな
い。

キット検診事業は、若年層か
らの健康づくりに関する意識
の醸成を促すものであり、健
康長寿社会の構築に寄与し
た。

いかに関心を持ってもらうか、情報
提供の方法を工夫していくこと。

歯周病検診事業 心疾患、糖尿病等生活習慣病
のリスクを高める歯周病の罹
患率の低下を目指すため、受
診率を指標に設定。受診率は
微増。

健診・検診事業は、市民が自
ら生涯を通じて健康づくりに
取り組むために必要な事業
であり、健康長寿社会の構築
に寄与した。

情報の提供を健診機関が提供でき
るとよい
（具体的なケア方法など）

後期高齢者健診事業 後期高齢者の健康維持を目的
に、受診率を指標に設定。受
診率は上昇傾向。

健診・検診事業は、市民が自
ら生涯を通じて健康づくりに
取り組むために必要な事業
であり、健康長寿社会の構築
に寄与した。

認知機能やフレイル予防など、今ま
での健診とは違う内容があることを
分かりやすく伝えていくこと。結果を
対面で伝え、家族も含めて共有する
こと。継続指導が必要な場合に、し
かるべき機関につなげられること。

肝炎検診事業 肝硬変、肝がんに移行するリ
スクがあるウイルス性肝炎罹
患の早期発見を目指すため、
受診率を指標に設定。受診率
は上昇傾向。

健診・検診事業は、市民が自
ら生涯を通じて健康づくりに
取り組むために必要な事業
であり、健康長寿社会の構築
に寄与した。

いかに関心を持ってもらうか、情報
提供の方法を工夫していくこと。

結核検診事業 学校・職場等の検診で胸部撮
影をしていない者をフォローす
るための検診であるため、指
標設定になじまない。

健診・検診事業は、市民が自
ら生涯を通じて健康づくりに
取り組むために必要な事業
であり、健康長寿社会の構築
に寄与した。

情報の提供
（感染経路・症状・抵抗力が低下して
いると感染しやすいなど）
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ ■ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

生活習慣病の予防は若年層（20代・30代）から始まっている。自治体は一人でも多くの住民が健診・検診を受けられるため
に受診機会の提供を行わなければならない。また昨今、歯科医を定期的に健診で利用することが増えてきており、う歯や歯
周病を意識してもらうためにも節目年齢で検診が受けられるように歯科医師会などとの連携ができるとよい。

スマホdeドック・結核・歯周
病・子宮・乳

子宮・骨粗しょう症
3039健診・結核・子

宮・歯科
子宮・乳

骨粗しょう症
子宮・乳・結核

結核・子宮・乳・
女性健診

内容
○ 〇 〇 〇 〇 〇

比較事項 若年層（40歳未満）を対象とした健診・検診事業の実施自治体

団体名 鎌倉市 逗子市 三浦市 葉山町 綾瀬市 大和市

達成率 101.8%

33.0

実績値 31.4 33.6

R5年度 R6年度 R7年度

後期高齢者の健康維持のため 目標値 33.0 33.0 33.0 33.0

指標（単位） 後期高齢者健診の受診率 単位 ％
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 42.0%

5.0

実績値 2.0 2.1

R5年度 R6年度 R7年度

歯周病罹患率の低下を目指すため 目標値 5.0 5.0 5.0 5.0

 

指標（単位） 歯周病検診の受診率（20・24・28・32・36歳） 単位 ％
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 79.3%  

15.0

実績値 10.2 11.9

R5年度 R6年度 R7年度

ウイルス性肝炎罹患の早期発見を
目指すため

目標値 15.0 15.0 15.0 15.0

「鎌倉市健康づくり計画」の目標である。市民の健康寿命の延伸、生活習慣病の重症化予防、早期発見・早期治療を
推進するため、引き続き、健診の受診機会を提供していく。
また、受診率向上のための創意工夫は引き続きの課題である。

指標（単位） 肝炎検診（40歳無料クーポン券検診） 単位 ％
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

公平性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-9　実施が義務付けられており（法定受託事務等）、実施事業に協働はなじまない

協働実施済の場合のパートナー

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 4　法令等により、市に実施が義務付けられている

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 3　外部化ができる事業はない

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない


